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1.  平成23年3月期第2四半期の連結業績（平成22年4月1日～平成22年9月30日） 

 

(2) 連結財政状態 

  

(1) 連結経営成績（累計） （％表示は、対前年同四半期増減率）

売上高 営業利益 経常利益 四半期純利益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

23年3月期第2四半期 30,037 △19.9 1,169 131.2 1,165 139.9 719 50.5
22年3月期第2四半期 37,518 3.8 505 △54.0 485 △53.2 478 2.6

1株当たり四半期純利益
潜在株式調整後1株当たり四半期

純利益
円 銭 円 銭

23年3月期第2四半期 8.93 ―

22年3月期第2四半期 5.94 ―

総資産 純資産 自己資本比率 1株当たり純資産
百万円 百万円 ％ 円 銭

23年3月期第2四半期 47,779 15,397 32.2 190.97
22年3月期 66,464 15,014 22.6 186.23

（参考） 自己資本   23年3月期第2四半期  15,389百万円 22年3月期  15,007百万円

2.  配当の状況 

（注）当四半期における配当予想の修正有無  有  
 

年間配当金

第1四半期末 第2四半期末 第3四半期末 期末 合計
円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 円 銭

22年3月期 ― 0.00 ― 4.00 4.00
23年3月期 ― 0.00

23年3月期 
（予想）

― 6.00 6.00

3.  平成23年3月期の連結業績予想（平成22年4月1日～平成23年3月31日） 
（％表示は、対前期増減率）

（注）当四半期における業績予想の修正有無  有  
 

売上高 営業利益 経常利益 当期純利益
1株当たり当期

純利益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 円 銭

通期 71,000 △14.3 2,800 59.2 2,700 63.6 1,500 54.3 18.61



(1) 当四半期中における重要な子会社の異動  無  

（注）当四半期会計期間における連結範囲の変更を伴う特定子会社の異動の有無となります。 

(2) 簡便な会計処理及び特有の会計処理の適用  有  
（注）簡便な会計処理及び四半期連結財務諸表の作成に特有の会計処理の適用の有無となります。 

(3) 会計処理の原則・手続、表示方法等の変更 

（注）「四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更」に記載される四半期連結財務諸表作成に係る会計処理の原則・手続、表
示方法等の変更の有無となります。 

(4) 発行済株式数（普通株式） 

※四半期レビュー手続の実施状況に関する表示 
 この四半期決算短信は、金融商品取引法に基づく四半期報告書のレビュー手続きの対象外であり、この四半期決算短信の開示時点において、金融商
品取引法に基づく四半期連結財務諸表のレビュー手続は終了しておりません。 

※業績予想の適切な利用に関する説明、その他特記事項 
 本資料に記載されている業績見通し等の将来に関する記述は、当社が現在入手している情報及び合理的であると判断する一定の前提に基づいており、
将来の業績等は様々な要因により大きく異なる可能性があります。業績予想の前提となる条件及び業績予想のご利用にあたっての注意事項については、
四半期決算短信（添付資料）３ページ「連結業績予想に関する定性的情報」をご覧ください。 

4.  その他 （詳細は、【添付資料】 ３ページ 「その他の情報」 をご覧ください。）

新規 ―社 （社名 ）、 除外 ―社 （社名 ）

① 会計基準等の改正に伴う変更 有

② ①以外の変更 無

① 期末発行済株式数（自己株式を含む） 23年3月期2Q 80,600,000株 22年3月期  80,600,000株

② 期末自己株式数 23年3月期2Q  13,771株 22年3月期  13,771株

③ 期中平均株式数（四半期累計） 23年3月期2Q 80,586,229株 22年3月期2Q  80,587,629株



  

  

○添付資料の目次

１．当四半期の連結業績等に関する定性的情報 …………………………………………………………………………  2

（１）連結経営成績に関する定性的情報 ………………………………………………………………………………  2

（２）連結財政状態に関する定性的情報 ………………………………………………………………………………  2

（３）連結業績予想に関する定性的情報 ………………………………………………………………………………  3

（４）利益配分に関する基本方針及び当期の配当予想 ………………………………………………………………  3

２．その他の情報 ……………………………………………………………………………………………………………  3

（１）重要な子会社の異動の概要 ………………………………………………………………………………………  3

（２）簡便な会計処理及び特有の会計処理の概要 ……………………………………………………………………  3

（３）会計処理の原則・手続、表示方法等の変更の概要 ……………………………………………………………  3

３．四半期連結財務諸表 ……………………………………………………………………………………………………  4

（１）四半期連結貸借対照表 ……………………………………………………………………………………………  4

（２）四半期連結損益計算書 ……………………………………………………………………………………………  6

（３）四半期連結キャッシュ・フロー計算書 …………………………………………………………………………  7

（４）継続企業の前提に関する注記 ……………………………………………………………………………………  8

（５）セグメント情報 ……………………………………………………………………………………………………  8

（６）株主資本の金額に著しい変動があった場合の注記 ……………………………………………………………  8



（１）連結経営成績に関する定性的情報 

当第２四半期連結累計期間のわが国経済は、新興国の経済成長に伴う外需拡大等により一部で回復の兆しが見ら

れるものの、個人消費や設備投資の低迷に加え、急激な円高の進行により輸出環境等も悪化してきており、先行き

は一層不透明な状況になってまいりました。 

当社グループを取り巻く市場環境におきましては、水処理・廃棄物処理関連事業における国内公共投資は引き続

き低迷しており、化学・食品機械関連事業等に係る国内の民間設備投資についても、一部を除いて低水準で推移し

ました。一方、海外における設備投資はアジア地域の新興国を中心に拡大傾向が続いていると認識しております。

このような環境下、当社グループでは2015年度中期ビジョンを策定し、2015年度に連結売上高1,000億円、連結

経常利益50億円を目指しています。この達成に向け、国内では提案型営業の強化、アフターサービス分野での受注

拡大、コストダウンへの継続的な取り組みにより、事業基盤の強化を図ってまいります。また、海外ではベトナ

ム、インドでの水処理設備の受注拡大、欧州での高効率廃棄物発電施設の受注に向けた取り組みに注力しており、

７月にはベトナム国内の最大手鉄鋼メーカーであるポミナ鉄鋼より電炉・連鋳設備に係る水処理設備を受注しまし

た。現在、ベトナム事務所の現地法人化に係る手続きを進めており、アフターサービスも含めたきめ細かい営業及

び案件遂行体制を整備し、現地化を推進しながら受注拡大を図ってまいります。更に、新規メニュー・事業の創出

では、10月より神戸市東灘処理場において、神戸市、大阪瓦斯株式会社と共同で下水バイオガスである「こうべバ

イオガス」の都市ガス導管への注入を開始しました。 

  

当第２四半期連結累計期間の業績につきましては、官公需向け水処理関連事業や化学・食品機械関連事業の受注

が比較的堅調に推移したこと等により、受注高は前年同期に比べ6.1％増の35,307百万円（内、海外2,182百万円）

ですが、受注残高は前年同期に比べ24.9％減の45,029百万円（内、海外2,577百万円）となりました。また、売上

高は大型の廃棄物処理施設の売上を計上した前年同期に比べ19.9％減少し、30,037百万円（内、海外518百万円）

となりました。一方、経常利益は昨年度までに不採算案件の売上が一巡したことに加え、諸経費を含むコストダウ

ンに取り組んだこと等から、前年同期に比べ139.9％増の1,165百万円となりました。また、四半期純利益は、法人

税等の調整の結果、前年同期に比べ50.5％増の719百万円となりました。 

  

報告セグメントの業績は次のとおりです。  

  

（水処理関連事業） 

水処理関連事業につきましては、上・下水処理及び下水汚泥焼却処理設備に係る大型案件の建設工事が順調に進

捗したことに加え、液晶産業向け水供給事業をはじめとするアフターサービス分野が堅調に推移したことにより、

売上高は18,397百万円となり、経常利益は136百万円となりました。 
  

（廃棄物処理関連事業） 

廃棄物処理関連事業につきましては、昨年度に大型のガス化溶融炉案件の建設工事が終了したことにより売上高

は減少したものの、アフターサービス分野や連結子会社である株式会社イー・アール・シー高城での廃棄物最終処

分場運営事業、ＰＣＢ廃棄物処理関連事業が順調に推移したことに加え、諸経費を含むコストダウンに取り組んだ

こと等もあり、売上高は8,170百万円となり、経常利益は1,044百万円となりました。 
  

（化学・食品機械関連事業） 

化学・食品機械関連事業につきましては、景気減速の長期化に伴う民間設備投資の減少等の影響はあったもの

の、既受注案件を着実に遂行するとともに最適生産体制の確立に向けた諸施策を確実に推進した結果、売上高は

3,470百万円となり、経常利益は66百万円となりました。 

  

（２）連結財政状態に関する定性的情報 

 当第２四半期連結会計期間末の総資産は47,779百万円となり、前連結会計年度末に比べ18,684百万円減少しまし

た。流動資産は31,950百万円となり、前連結会計年度末に比べ18,603百万円減少しました。主な科目の増減は、受

取手形及び売掛金の減少25,175百万円、短期貸付金の増加3,262百万円となっております。固定資産は15,828百万

円となり、前連結会計年度末に比べ81百万円減少しました。 

 負債合計は32,381百万円となり、前連結会計年度末に比べ19,068百万円減少しました。流動負債は28,138百万円

となり、前連結会計年度末に比べ19,219百万円減少しました。主な科目の増減は、支払手形及び買掛金の減少

8,144百万円、短期借入金の減少11,583百万円となっております。固定負債は4,243百万円となり、前連結会計年度

末に比べ151百万円増加しました。 

 純資産合計は15,397百万円となり、前連結会計年度末に比べ383百万円増加しました。主な要因は、当四半期純

利益719百万円の計上による増加、配当金322百万円の支払いによる減少等によるものです。この結果、当第２四半

期連結会計期間末の自己資本比率は、32.2％となりました。 

１．当四半期の連結業績等に関する定性的情報



  
（３）連結業績予想に関する定性的情報 

平成23年３月期通期の連結業績につきましては、連結売上高71,000百万円、連結経常利益2,700百万円、連結当

期純利益は1,500百万円を見込んでおります。 

なお、詳細につきましては、本日発表の「平成23年３月期第２四半期の業績予想と実績との差異及び通期の業績

予想の修正並びに配当予想の修正に関するお知らせ」に記載しております。 

  

（４）利益配分に関する基本方針及び当期の配当予想 

 当社は、継続的かつ安定的に株主の皆様へ利益還元を行うこととしつつ、業績の水準、財政状態、企業価値向上

のための投資等の資金需要及び配当性向等を総合的に勘案し、年１回（期末）又は年２回（中間・期末）の剰余金

配当を行うことを基本方針としております。 

 これら剰余金の配当の決定機関は、期末配当については株主総会、中間配当については取締役会であります。 

 平成23年３月期の期末配当予想につきましては、通期業績予想の上方修正及び配当性向等を考慮し、前回予想か

ら２円増配し、１株当たり６円に修正させていただきます。 

  

（１）重要な子会社の異動の概要 

 該当事項はありません。  

   

（２）簡便な会計処理及び特有の会計処理の概要 

①簡便な会計処理 

法人税並びに繰延税金資産及び繰延税金負債の算定方法  

  繰延税金資産の回収可能性の判断に関して、前連結会計年度末以降の経営環境等、かつ、一時差異等の発生状

況に著しい変化がないと認められるため、前連結会計年度末において使用した将来の業績予測やタックス・プラ

ンニングを利用する方法により算定しております。 

②四半期連結財務諸表に特有の会計処理 

 該当事項はありません。  

  

（３）会計処理の原則・手続、表示方法等の変更の概要 

①資産除去債務に関する会計基準の適用   

  第１四半期連結会計期間より、「資産除去債務に関する会計基準」（企業会計基準第18号 平成20年３月31

日）及び「資産除去債務に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第21号 平成20年３月31日）を

適用しております。 

  この変更が損益へ与える影響はありません。 

②四半期連結損益計算書の表示方法の変更   

  「連結財務諸表に関する会計基準」（企業会計基準第22号 平成20年12月26日）に基づく「財務諸表等の用

語、様式及び作成方法に関する規則等の一部を改正する内閣府令」（平成21年３月24日 内閣府令第５号）の適

用により、当第２四半期連結累計期間では、「少数株主損益調整前四半期純利益」の科目で表示しています。 

  

２．その他の情報



３．四半期連結財務諸表 
（１）四半期連結貸借対照表 

（単位：百万円）

当第２四半期連結会計期間末
(平成22年９月30日) 

前連結会計年度末に係る 
要約連結貸借対照表 
(平成22年３月31日) 

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 3,387 791

受取手形及び売掛金 18,393 43,569

商品及び製品 9 6

仕掛品 2,381 1,917

原材料及び貯蔵品 367 346

繰延税金資産 2,945 2,622

短期貸付金 3,871 609

その他 639 783

貸倒引当金 △46 △93

流動資産合計 31,950 50,553

固定資産   

有形固定資産   

建物及び構築物 13,959 13,939

減価償却累計額 △6,398 △6,182

建物及び構築物（純額） 7,560 7,756

機械装置及び運搬具 6,866 6,592

減価償却累計額 △4,968 △4,838

機械装置及び運搬具（純額） 1,898 1,754

土地 3,747 3,753

建設仮勘定 227 45

その他 1,464 1,453

減価償却累計額 △1,246 △1,202

その他（純額） 218 250

有形固定資産合計 13,652 13,561

無形固定資産 534 592

投資その他の資産   

投資有価証券 264 285

繰延税金資産 95 207

その他 1,417 1,413

貸倒引当金 △135 △149

投資その他の資産合計 1,642 1,756

固定資産合計 15,828 15,910

資産合計 47,779 66,464



（単位：百万円）

当第２四半期連結会計期間末
(平成22年９月30日) 

前連結会計年度末に係る 
要約連結貸借対照表 
(平成22年３月31日) 

負債の部   

流動負債   

支払手形及び買掛金 17,277 25,422

短期借入金 454 12,038

未払法人税等 467 629

未払費用 1,506 1,742

前受金 2,787 1,246

製品保証引当金 4,030 3,573

工事損失引当金 323 －

その他 1,290 2,705

流動負債合計 28,138 47,358

固定負債   

長期借入金 1,122 1,264

退職給付引当金 2,029 1,928

役員退職慰労引当金 317 288

特定事業損失引当金 362 392

繰延税金負債 200 －

その他 211 217

固定負債合計 4,243 4,091

負債合計 32,381 51,449

純資産の部   

株主資本   

資本金 6,020 6,020

資本剰余金 3,326 3,326

利益剰余金 6,052 5,655

自己株式 △2 △2

株主資本合計 15,396 14,998

評価・換算差額等   

その他有価証券評価差額金 △4 8

繰延ヘッジ損益 △1 0

評価・換算差額等合計 △6 9

少数株主持分 8 7

純資産合計 15,397 15,014

負債純資産合計 47,779 66,464



（２）四半期連結損益計算書 
（第２四半期連結累計期間） 

（単位：百万円）

前第２四半期連結累計期間 
(自 平成21年４月１日 
 至 平成21年９月30日) 

当第２四半期連結累計期間 
(自 平成22年４月１日 
 至 平成22年９月30日) 

売上高 37,518 30,037

売上原価 32,812 24,738

売上総利益 4,706 5,299

販売費及び一般管理費 4,200 4,129

営業利益 505 1,169

営業外収益   

受取利息 9 10

受取配当金 9 12

分析料収入 7 5

その他 36 20

営業外収益合計 62 48

営業外費用   

支払利息 43 34

固定資産除却損 2 2

開業費償却 11 －

その他 24 16

営業外費用合計 82 53

経常利益 485 1,165

特別利益   

貸倒引当金戻入額 23 54

事業整理損失引当金戻入額 206 －

特別利益合計 230 54

税金等調整前四半期純利益 716 1,219

法人税、住民税及び事業税 261 499

法人税等調整額 △24 △0

法人税等合計 237 499

少数株主損益調整前四半期純利益 － 720

少数株主利益 0 0

四半期純利益 478 719



（３）四半期連結キャッシュ・フロー計算書 

（単位：百万円）

前第２四半期連結累計期間 
(自 平成21年４月１日 
 至 平成21年９月30日) 

当第２四半期連結累計期間 
(自 平成22年４月１日 
 至 平成22年９月30日) 

営業活動によるキャッシュ・フロー   

税金等調整前四半期純利益 716 1,219

減価償却費 585 592

退職給付引当金の増減額（△は減少） 68 100

貸倒引当金の増減額（△は減少） △23 △61

受取利息及び受取配当金 △18 △22

支払利息 43 34

固定資産除却損 2 1

売上債権の増減額（△は増加） 15,670 26,731

たな卸資産の増減額（△は増加） △544 △487

仕入債務の増減額（△は減少） △6,883 △8,144

未払又は未収消費税等の増減額 723 △1,833

その他 △308 994

小計 10,030 19,125

利息及び配当金の受取額 18 22

利息の支払額 △43 △34

法人税等の支払額 △457 △656

営業活動によるキャッシュ・フロー 9,548 18,457

投資活動によるキャッシュ・フロー   

有形固定資産の取得による支出 △1,107 △432

無形固定資産の取得による支出 △147 △68

短期貸付金の増減額（△は増加） △26 △3,262

長期貸付金の回収による収入 2 2

その他 17 △45

投資活動によるキャッシュ・フロー △1,261 △3,806

財務活動によるキャッシュ・フロー   

短期借入金の純増減額（△は減少） △7,882 △11,583

長期借入金の返済による支出 △142 △142

配当金の支払額 △322 △322

その他 △5 △5

財務活動によるキャッシュ・フロー △8,352 △12,054

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △65 2,596

現金及び現金同等物の期首残高 995 791

現金及び現金同等物の四半期末残高 930 3,387



 該当事項はありません。  

   

〔セグメント情報〕  

１．報告セグメントの概要  

 当社の報告セグメントは、当社の構成単位のうち分離された財務情報が入手可能であり、取締役会が、経営

資源の配分の決定及び業績を分析・評価するために、定期的に検討を行う対象となっているものであります。

 当社は、社内に設置する製品別の事業部門を基礎とした「水処理関連事業」、「廃棄物処理関連事業」及び

「化学・食品機械関連事業」の３つのセグメントを報告セグメントとしております。 

 各セグメントは、それぞれが所管する事業（子会社の事業を含む）に関して、国内及び海外における包括的

な戦略を立案し、事業活動を展開しております。 

 各報告セグメントの主な製品又は事業内容は次のとおりであります。 

（１）水処理関連事業 

工業用水及び上・下水道の設備及び装置、超純水・純水・工場用水及び廃水の処理装置、 

下水汚泥・食品等有機廃棄物の資源化設備、工業用・空調用冷却塔 

（２）廃棄物処理関連事業 

都市ごみの焼却・溶融施設、粗大ごみ・廃家電等の各種リサイクル設備、ＰＣＢ無害化処理関連、 

廃棄物の最終処分場運営 

（３）化学・食品機械関連事業 

化学工業用機器・装置、粉粒体機器・装置、醸造用機器、水素酸素発生装置 

  

２．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報  

当第２四半期連結累計期間（自平成22年４月１日 至平成22年９月30日）      （単位：百万円） 

（注）１．セグメント利益の調整額△81百万円は、各報告セグメントに配分していない全社費用等であります。

          全社費用は、主に報告セグメントに帰属しない一般管理費及び試験研究費であります。 

２．セグメント利益は、四半期連結損益計算書の経常利益と調整を行っております。 

３．報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報  

 該当事項はありません。 

  

（追加情報） 

 第１四半期連結会計期間より、「セグメント情報等の開示に関する会計基準」（企業会計基準第17号 平成21

年３月27日）及び「セグメント情報等の開示に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第20号 平

成20年３月21日）を適用しております。 

   

 該当事項はありません。  

  

  

（４）継続企業の前提に関する注記

（５）セグメント情報

  

報告セグメント

調整額 
（注）１ 

四半期連結
損益計算書
計上額 
（注）２ 

水処理関連
事業 

廃棄物処理
関連事業 

化学・食品
機械関連 
事業 
  

計

売上高             

外部顧客への売上高  18,397  8,170  3,470  30,037 －  30,037

セグメント間の内部
売上高又は振替高 

 －  －  0  0  △0 － 

計  18,397  8,170  3,470  30,038  △0  30,037

セグメント利益  136  1,044  66  1,246  △81  1,165

（６）株主資本の金額に著しい変動があった場合の注記
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